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Development of a Legal Textbook for Freshmen: A Challenge for 
Practical Civil Law Education
This paper is a report of joint research from 2016 on practical 
civil law education, especially for freshmen. It’s very difficult for 
students to understand the connection between civil law and civil 
procedure law. To help them understand the differences of the 
two laws, especially of the purpose and role of civil procedure, the 
authors have collaborated on youseijuku classes in the Department 
of Law and Economics at Hokusei Gakuen University, where two 
transaction models─goods sales and real estate sales─ are role-
played. The need for texts or workbooks to assist students’ studies 
increased through this attempt, but there are still some diﬃ  culties in 
making those books: how the essence of procedure law is contained 
in transactions without an aspect of conﬂ ict, and what is the key to 
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新たな手続法的側面に連結し直す必要が生じ
ているところ，第二の点で述べたよう，その
部分が曖昧なままになっていることが判明し
た。したがって，再度，実体法と手続法の連
結について検討し直さなければならないとい
う大きな課題が見つかった。
　第四に，実際的問題として，どのようにし
てテキストを活用させるかという問題であ
る。本塾は，実際に人を相手にして契約交渉
等を行うことを特徴としており，そこでテキ
ストが威力を発揮するのは一体どんな場合で
あるかを考えたとき，実践型授業のどの側面
を主にカバーするべきかという点が問題にな
る。交渉は生のやり取りこそが重要であると
すると，主に事前準備であったり，復習の場
面での活用が主となり，テキスト内容として
はせいぜい基本的専門用語の説明であった
り，交渉学の基本であったりを記載するに止
まり，既存の教科書と何ら変わりのないもの
となってしまうだろう。あるいは，授業後に
知識の確認を行う問題集としての位置付けに
なるかもしれない。反対に，授業で積極的に
活用させるのであれば，実践を強く意識した
内容とするべきであるが，そうなると，生の
やり取りを充実させるために必要な様々な知
識について深く掘り下げる必要が生じ，初学
者教育のテキストとしてふさわしいかどうか
という問題に繋がる。
　第一，第四の課題に対しては，初学者教育
ということから，知識の供給と定着を基準と
し，トピックの取捨選択と予習・復習での活
用を念頭に置いた構成を取ることとした。し
かし，第二，第三の点については未だ検討の
余地がある。
むすびに代えて
　養成塾における実践的教育の効果を促進さ
せる教材を作成する中で，筆者ら自身，初学
者教育のあり方や当初の目的である実体法と
手続法の連結について，再検討を迫られるこ
ととなった。この点，筆者らの目的とする初
学者教育の根幹にも関わる部分であることか
ら，引き続き研究を重ねる必要がある。
　しかし，実践型授業における教材の役割に
ついては，さしあたり次のように考えること
ができる。すなわち，本塾は，授業中はアク
ティブラーニングを基本とするが，その授業
に挑むにあたっては反転授業が前提となって
いるとも考えられる。このように捉えた場合，
実践的教育における教材は，その授業に臨む
ための基本学習を行うツールとして活用でき
るように構成すべきであり，同時に，授業で
体験した経験を基にして知識を立体的に理解
するための仕組みも必要である。特に後者の
仕組みに関しては，交渉のゲーム化等の手段
もありうるだろう。
　民法典が改正された現在，本研究により作
成した教材も若干の手直しをする予定であ
る。その際，上記の課題への対応に加え，既
存のテキストとの相違をヨリ明確にすること
を含めて，さらに質的に磨きをかける取り組
みが必要である。
〔付記〕
　本稿は，2016年度北星学園大学特別研究費に
よる研究の報告である。
［注］
（１）民事法の入門書については，拙稿「初学者を
対象とした民事法教育」北星論集55巻2号15
頁以下。
（２）本学科における養成塾については，前掲注（1）
の他，拙稿「iPadを利用した実践的私法教育
の深化」北星論集54巻1号24頁以下参照。
（３）この検討期間は，オリエンテーションの日程
により変動する。
（４）なお，定員超過の場合，第一希望の塾に入塾
できない事態も生じる。当該教員が前期また
は後期にしか塾を開講していないのであれ
ば，第二希望の塾での受け入れとなるが，そ
─ 37 ─
実践的民事法初学者教育のための教材作成とその課題
の場合，学生は履修の有無を選択することが
できる。なお，この一連の流れは全てオリエ
ンテーション期間に行われる。
（５）民法と民事訴訟法といった実体法と手続法の
関わりについては，それまでの法学入門的科
目においても一応説明の機会があった。しか
し，公法と民事法を15回の授業で終えること
から民事法の回においてはどうしても民法の
割合が多くならざるを得なかった。2013年度
以降のカリキュラムでは新しく法学入門とい
う科目を設置し，六法について３人の教員が
担当することとし，そのうち民・商法と民訴・
刑訴を筆者らが担当している。当該科目では，
手続法の趣旨や役割について，以前よりも説
明の機会が増えているものの，時間割の関係
上，全員が当該科目の受講ができるわけでは
ないため，問題はまだ解決されてはいないこ
とが指摘できる。
（６）加えて，教員対学生という構図も，当事者対
等の観点を薄れさせる要因であったかもしれ
ない。
（７）2013年度の養成塾の具体的内容とその検討に
ついては，拙稿・前掲注（2）参照。
（８）2014，2015年度の養成塾の具体的内容とその
検討については，拙稿・前掲注（1）参照。
（９）拙稿・前掲注（1），26頁。
（10）その内容も民法改正に合わせていかないとな
らない。

